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要旨  

キーワード：ビジネス・コミュニケーション、Eメール、日本語使用のニーズ、社会言語能力、社会文

化能力、仕事能力 

 

本研究は、日本語によるEメールでのやり取りを切り口とし、四川省ビジネス現場における現地社

員の日本語によるビジネス・コミュニケーション、日本語使用の実態を論じるものである。本研究で

は、ビジネス・コミュニケーションを「職場における言語を用いたさまざまな活動」と定義し、主に言語

的側面に焦点をあて、研究の主な対象は言語によるコミュニケーション活動とする。 

Eメールによるコミュニケーション活動に着目する本研究の目的は4点ある。第一に、四川省のビ

ジネス現場では、どのようなコミュニケーション活動がなされているのかを把握する。第二に、四川

省現地社員の総合的な能力の中で日本語能力はどのように位置づけられているのかを探る。第

三に、四川省の現地社員はEメールを利用するときどのような問題に直面し、またそれをどのように

解決しているのかを考察する。第四に、企業は現地社員にどのような能力を期待しているのかを考

察する。本論では、現地社員が書いたEメールの分析ではなく、ビジネス現場におけるEメールの

使用状況も含む言語活動の特徴、さらに現地のビジネス関係者が困難に直面したときの解決方

法に注目し、分析・考察を行う。  

本研究は全6章からなる。研究背景と研究目的をはじめ、第1章では先行研究を概観し、ビジネ

ス・コミュニケーションの定義を行った。第2章では中国における日本語教育の現状を紹介し、大学

での日本語学習者が遭遇する問題を分析した。第3章では調査概要と分析方法を述べた。第4章

では四川省の現地社員へのインタビューの結果を記述し、分析・考察した。第5章では現地企業の

人事担当者・管理職への聞き取り調査の結果を記述し、分析・考察した。第6章では第4章、第5章

の分析結果に基づく総合的考察を行い、最後に本研究の結論と今後の課題を述べた。  

調査は、14名の四川省現地のビジネス関係者と3名の企業側の代表者に依頼した。現地社員

には質問紙調査と半構造化インタビュー（村岡，2002）の両方を行い、Eメールの使用状況につい

て語ってもらった。インタビューから得られたデータを文字化し、分析の対象とした。分析方法には、

データから理論を構築する中心的なプロセス―「理論的コード化」（フリック，2002）を援用した。現

地社員の過去の行動・行為についての記録を分析・考察する際、データ解釈が有効かつ妥当性

の高い分析方法だと考えたため、この理論による分析を試みた。フリック（前掲書）の言う分析技法

は、分析から理論を形成するものなので、前提となる理論的枠組みは不要である。また、企業側の

代表者には、半構造化インタビュー（村岡，前掲書）のみを行い、その中の１名の許可を得て録音

し、その内容を文字化しデータとした。ほかの2名にインタビューする際には、メモを取った。そして、

話の中で繰り返し出てくるキーワードをメモとして記録し、分析データとした。 

データの考察からは、研究目的に応じる以下4つの結論が得られた。 

1）現地社員の日本語使用場面、使用頻度、コミュニケーションの方法や手段の選択などは、非

常にバラエティに富み、同じ業種、同じグループの中でも日本語使用のニーズは必ずしも一

致するとは限らない。現地社員は、電話、Eメール、会議など、さまざまな場面で日本語を使用

し、それぞれの場面で求められる日本語の技能は異なる。 

2）四川省現地社員の総合的な能力の中での日本語能力の位置づけは、入社後、「多元的なタ

スク」から構成される日常の仕事を実際に遂行するにつれ、彼ら自身が持っていた日本語能

力の位置づけが次第に変化していった。現地社員にとって日本語の運用能力の必要性は、



入社してから次第に逓減し、それよりむしろ「社会文化能力」（ネウストプニー，1995）や「社会

人としての行動能力」（海外技術研修協会，2007：14；野元，2007：74）が期待される。 

3）Eメールにおける日本語でのやり取りには、日本語能力だけでは対応できず、ビジネスのマ

ナー・規範・規則などの知識も不可欠なことがわかった。さらに現地社員は場面、相手に応じ

て書面による切り替える能力を備えていることもわかった。多言語能力のある現地社員は、働

きながら日本語を習得し続けており、その習得過程で起きる問題に対しては、「メタ認知ストラ

テジー」、「社会ストラテジー」（Oxford，1990）を併用して問題解決するなど、円滑にコミュニ

ケーションを運ぶために、周囲のリソースをも有効に利用している。実務実践の過程の中で、

現地社員の「言語の社会化」（宮副2009：62）が促されていることがわかった。 

4）総合能力のうち、日本語能力は現地社員に一番求められる能力ではない、ということが現地

社員および企業側の代表者の共通認識となっている。現地社員、企業側の代表者双方が重

視し、評価基準になるのは「総合的なインターアクション能力」である。考察の結果に基づき、

「多言語・多文化職場で必要とされる総合的インターアクション能力」という理論的枠組みを提

案した。 

研究当初は、Eメールを中心とした日本語の使用実態を明らかにするには、現地社員が書いた

メールを入手し分析することが必要だと考えたが、企業の情報管理の関係から、実際のメール

データの入手は困難であった。そこで、Eメールでのやり取りを中心とする日本語使用の実態につ

いて、彼らの内省を得て分析を行った。しかし、実際のメールの文字データが分析でき、総合的

に彼らの日本語能力を研究できれば、そのほうがより客観性が高いことは否めない。また調査の

段階で、企業側の代表者とラポールを構築することに苦労したので、今後同様の作業をする際に

は、より工夫するべきだと思われる。ビジネス現場での実際のEメールデータ、およびほかの書きこ

とばのデータ（ビジネス文書）の収集は、ビジネス日本語教育を充実させるための緊急課題の1つ

であり、そのデータを収集し、分析・考察する努力は継続する必要があると考える。同時に、ビジ

ネスの最前線など、常に変化しつつある社会の新たなニーズ（宮副，2009）に対応するためには、

大学内の日本語プログラム、日本語教師、学習者の役割をも見直すべきである。 
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